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　安倍総理は11月21日、衆議院を解散し、12月2日公示、12月14日投・開票で第47回衆議院選挙が行われることに
なりました。
　連合本部は、11月20日に中央執行委員会を開催し、民主党との政策協定を確認するとともに、今回の選挙に対す
る対応方針を決定しました。
　政策協定では、「雇用・労働の劣化や貧困・格差の拡
大に歯止めをかけ、国民の暮らしと雇用の安心・安定
につながる政治を進めるためには、民主党が国民の信
頼を取り戻し、すべての生活者・働く者の立場に立った
政策を実現するための体制を確立することが重要であ
る」ことを確認しています。
　連合三重では、11月23日に臨時執行委員会を開
催し、三重県選挙区について、2区は中川正春さん（前
職）、3区は岡田克也さん（前職）、5区は藤田大助さん
（元職）の推薦を決定するとともに、推薦した3人の必
勝に向けて、産別・地協・連合三重が一体となって取
り組むことを確認しました。

連合は民主党と

　　　政策協定締結

Katsuya Okada Daisuke Fujita

2000年3月
2009年8月
2010年3月
2010年10月
2011年9月

1976年3月
1976年4月
1990年2月
1993年
2009年9月
2010年9月
2012年1月
2014年9月

法政大学卒業
衆院議員選挙にて当選
民主党三重県総支部連合会副代表
民主党広報委員長補佐
民主党国民運動委員会副委員長

経　歴
東京大学卒業
旧通産省入省
衆院議員に初当選し、現在8期目
政治改革の実現を訴えて自民党を離党
外務大臣
民主党幹事長
副総理
民主党代表代行

経　歴

三重県
第3区

岡田 克也
おか だ やかつ

推薦候補者

◇桑名市
◇四日市市（3区）
◇いなべ市
◇三重郡

◇桑名郡
◇員弁郡

◇伊勢市
◇鳥羽市
◇尾鷲市
◇熊野市

◇志摩市
◇度会郡
◇北牟婁郡
◇南牟婁郡

三重県
第5区

藤田 大助
ふじ た すけだい

推薦候補者

Masaharu Nakagawa

1973年5月
1983年3月
1996年10月

米国ジョージタウン大学卒業
三重県議会議員に初当選。以降3期連続当選
衆院議員に初当選し、現在6期目
民主党税制調査会会長
文部科学大臣
民主党行政改革調査会長　
民主党幹事長代行

経　歴

三重県
第2区

中川 正春
なか がわ はるまさ

推薦候補者

◇四日市市（2区）
◇鈴鹿市
◇亀山市

連合三重は、
第47回衆議院議員選挙に3人の
立候補予定者を推薦決定しました。
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国民の生活格差を拡大し、労働者を犠牲にする成長戦略
などを推し進めようとする安倍政権に衆議院選挙を通じて
　　　　　をつきつけよう。

●レギュラーガソリン　146.2円↗160.1円
●軽油　126.0円↗139.3円　　　（2012年11月12日、 2014年11月4日の全国平均）

STOP THE 安倍政権

ガソリン・軽油価格が15円近くも高騰

●缶詰・瓶詰（A社）　約8％～30％値上げ　（本年9月1日出荷分～）
●バター（B社）　バター4品を2.1％～3.7％値上げ　（本年8月～）
●冷凍食品（C社）　約75％の商品を約3～10％値上げ　（来年2月納品分～）
●乳製品（D社）　希望小売価格を5～10円値上げ　（本年9月～）
●即席袋麺（E社）　希望小売価格を5％値上げ　（来年1月16日出荷分～）

食料品も高騰

時代に逆行し、知る権利を無視した法律を、民意を無視して強行採決

欠陥だらけの特定秘密保護法を強行

密室の与党協議と閣議決定で集団的自衛権行使を容認

立憲主義を無視した解釈変更

株価を上げ、安定させるために手段を選ばない安倍政権。国民の将来の安心を確保する年金の財源さえ、
比較的リスクの高い株式への投資割合を大幅に引き上げています。

●実質賃金指数（前年同月比）
　2013年7月／－1.0％　2014年9月／－2.9％
●民主党政権時代（2010年）の実質賃金指数を
　100とした場合
　2014年9月（速報値）は、80.3　　

実質賃金は15ヵ月連続低下

※さらに、安倍政権による残業代ゼロ制度をされると、過労死等の
　増大や賃金は低下。

●2012年1，813万人
　　　　↓
●2013年1，906万人
　　　　↓
●2014年9月1，970万人

非正規雇用は約160万人増加

年金財源の株式への投資拡大

※さらに、安倍政権による派遣法の改悪、金銭解雇の制度が
　導入されるとさらに増加のおそれ。

『NO！』

❶歯止めなき物価上昇

❷実質賃金の低下 ❸非正規雇用の増加

❹国民生活より株価対策

❺数の力による暴挙


